
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円） ③ 経年比較分析（対前年度実質増減額の算出） （単位：億円）

② 投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円）

④ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

（注）　各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

※　国の収入（国庫納付等）は、収入がある場合マイナス計上する。　例：△100億円…100億円の国庫納付等を表す。

20,775                  29,570                  +8,795                  △10                      -                         +8,805                  

5年度 6年度

単純比較
（調整前）

（独）日本高速道路保有・債務返済機構
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6年度財政投融資計画額 5年度末財政投融資残高見込み

10,230

単純増減

166,995

5年度 6年度

・高速道路に係る道路資産の保有及び高速道路株式会社（東日本高速道路（株）、中日本高速道路（株）、西日本高速道路（株）、首都高速道路
（株）、阪神高速道路（株）及び本州四国連絡高速道路（株）。以下、「高速道路会社」という。）に対する貸付け
・旧道路関係四公団から承継した債務及び高速道路の新設、改築等により発生した債務の早期の確実な返済等
・高速道路会社による高速道路に関する事業の円滑な実施の支援

増　減区　　　分

2.国の収入（国庫納付等）　※ -          -          

19,148                  

17,330                  20,775                  

実質増減
（②-①）

+1,932   

3.出資金等の機会費用分 16,904   20,354   +3,450   
経年比較
（調整後）

政
策
コ
ス
ト

1.国の支出（補助金等） 426       421       +3,445   

①分析始期の調整
（分析始期を6年度分
析に合わせた結果）

②前提金利の調整
（5年度の前提金利で

再試算した結果）

-          

△6       

【実質増減額の要因分析】
　○ 政策コストの増加要因
　　・出資金返還時期の見直しによる機会費用の増　（+1,823億円）
　　・新規事業の実施等による補助金等の増　（+109億円）

　○ 政策コストの減少要因
　  ・なし

① 分析期首までに投入された
　出資金等の機会費用分

16,894   20,342   +3,448   

    1～3 合計＝政策コスト (A)　 17,330 20,775 +3,445 

区　　　分 5年度 6年度 増　減

分析期間（年） 36年       41年       5年        

17,216                  

 (A) 政策コスト 【再掲】 17,330   20,775   +3,445   

国の支出（補助金等） 426       421       △6       

② 分析期間中に新たに見込
　まれる政策コスト

436       432       △4       

剰余金等の機会費用分 -          -          -          

出資金等の機会費用分 9          11         +2         

国の収入
（国庫納付等）　※

-          -          -          

２．国の収入
（国庫納付等）　※

３．出資金等の
機会費用

 (A) 政策コスト
 【再掲】

前提金利＋1％
ケース

増減額 １．国の支出
（補助金等）

 (A) 政策コスト
 【再掲】

事業収入△1％
ケース

増減額 １．国の支出
（補助金等）

２．国の収入
（国庫納付等）　※

３．出資金等の
機会費用

20,775                  21,294                  +519                    -                           -                         +519                    
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４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

（注）　各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

６．特記事項など

（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　

192,047 165,759

15111,822

5

業務収入（貸付料） 20,304

①　高速道路に係る道路資産については、債務償還終了後に無料開放し、国や地方公共団体に帰属することとなるが、政策コスト分析においては、
　　 道路資産の残存価値を評価していない。

②　高速道路会社が高速道路の建設を行うことによって増加する資産及び負債はすべて機構に承継され、機構は各高速道路会社に高速道路資産を
　　 貸付け、各高速道路会社から道路貸付料収入を受け入れており、出資金等は、この道路貸付料収入により償還期間内に国等に返還することとなるため、
　　 この間の出資金等の機会費用が機構の政策コストとなる。

③　分析に用いた金利は、本分析に共通の前提として設定されたものであり、機構及び各会社が償還計画作成の際に用いている将来金利とは異なる。

機構債券 7,350 3,200 3,200 4,000

借入金 13,600

16,279 - 145,833

58,000 -15,500 14

合計

702,114

41～46 6～46

30,03324,259

12,430

-

（試算前提）

7 ～１0

81,195

38,053

4 -

83,377

34,628 38,048 40,147

2,000 -

32,778 119,982

22,788 21,295 16,754 19,539 208,821

年　　度 元 2 3 4

分析における試算及び将来の事業見通し等については、高速道路会社と締結した協定に基づく。
・業務収入・・・・各会社からの貸付料収入（※）等を合算して算出。
　　　　　　　　　  ※交通需要予測をベースに各会社が算出した料金収入と計画管理費の収支差。
・機構債券・・・・各年度の収支見込等から算出した要調達額のうち政府保証債と財投機関債分を計上。
・借入金・・・・・・各年度の収支見込等から算出した民間借入金と財政融資借入金分を計上。
・債務返済費・・機構保有債務（Ｒ５年度末時点）とＲ６年度以降に各会社から引き受ける見込みの債務の償還年度から算出。

（実績） （見込み） （決定）

（単位：億円）

5 11～20 21～30 31～406

　政府等出資金・・・・・首都高速道路株式会社及び阪神高速道路株式会社の新設若しくは改築に充てるため。
　（根拠法令等）
　　機構法第６条　資本金
　　　１　機構の資本金は、施行法第十五条第十一項の規定により政府及び地方公共団体から出資があったものとされた金額の合計額とする。
　　　２　機構は、必要があるときは、国土交通大臣の認可を受けて、その資本金を増加することができる。
　　　３　政府及び政令で定める地方公共団体は、前項の規定により機構がその資本金を増加するときは、予算で定める金額の範囲内において、
　　　　　機構に出資することができる。

　政府等補助金・・・・・スマートインターチェンジの整備、災害復旧費用等に充てるため。
　（根拠法令等）
　　機構法第25条　補助金
　　　１　政府は、予算の範囲内において、機構に対して、第12条第１項第５号から第７号までの業務に要する経費を補助することができる。
　　　２　第12条第１項第８号の地方公共団体は、予算の範囲内において、機構に対して、同号の業務に要する経費を補助することができる。

　国庫納付
　（根拠法令等）
　　機構法31条　機構の解散
　　　１  機構は、別に法律で定めるところにより、令和97年９月30日までに解散する。
　　　２　機構は、高速道路勘定において、前項の規定による解散の日までに承継債務等の返済を完了させ、同日において少なくとも資本金に
　　　　　相当する額を残余財産としなければならない。
　　　３　機構は、解散した場合において、高速道路勘定に係る残余財産を、高速道路勘定に係る各出資者に対し、その出資額に応じて分配するものとする。
　　　４　機構は、解散した場合において、高速道路勘定以外の勘定について、その債務を返済してなお残余財産があるときは、当該残余財産を、
　　　　　当該勘定に係る各出資者に対し、その出資額に応じて分配するものとする。

　（高速道路の整備効果）
　　高速道路の整備は、走行時間の短縮などの道路利用者への直接的効果のほか、幅広い社会・経済効果をもたらしている。
　　具体的には、
　　　○地域や地方都市間の連携強化・交流促進
　　　○産業育成・創出
　　　○就業機会拡大
　　　○資産価値の向上
　　　○財貨・サービス価格の低下
　　　○災害時の代替路確保
　　　○交通円滑化による都市環境の改善
　　などが挙げられる。
　　このような高速道路の整備効果のうち、令和６年度以降の新規供用分に係る直接的効果は、以下のとおり試算される。
　　　・社会的割引率を４％とした場合　８兆5,141億円
　　　・社会的割引率を政策コスト分析と同じとした場合　12兆7,034億円
　　　　（注1）　定量的便益算定にあたっては、「費用便益分析マニュアル（令和５年１２月 国土交通省 道路局 都市局）」における便益額算定方法、
　　　　 　　　  原単位に基づき、各高速道路会社が実施。
　　　　（注2）　直接効果は、令和６年度以降の便益を対象としている。

283,057 188,209 123,726 17,623 765,375債務返済費 36,01233,471



【政策コストの推移】

（単位：億円）

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

14,970 16,867 8,387 10,841 10,425 6,227 9,306 9,428 17,330 20,775

160 192 191 264 408 316 417 431 426 421

- - - - - - - - - -

14,809 16,675 8,197 10,577 10,017 5,910 8,889 8,996 16,904 20,354出資金等の機会費用

政策コスト分析結果の概要

年度

政策コスト（総額）

国の支出（補助金等）

国の収入（国庫納付等）

【政策コストの推移の解説】

・ 同機構の平成26年度までの政策コストは、「国からの出資金等の機会費用」のみであったが、平成27

 年度分析以降は、国からの補助金を受入れたことから、補助金にかかる政策コストが追加となった。

・ 令和6年度は、前提金利が上昇したことにより機会費用が増加。

【政策コスト分析結果（令和６年度）に対する財投機関の自己評価】

 ・ 令和６年度の政策コスト（基本ケース）は20,775億円で、その内訳は補助金等で421億円、出資金等の機

会費用分で20,354億円となっている。令和５年度の政策コスト（基本ケース）17,330億円からは+3,445億

 円の増となっているが、前提金利の変化による影響分△1,627億円、令和５年度中の政策コスト分+114億

 円、計△1,512億円を加味すると、実質増減は+1,932億円のプラスコストとなっている。

 ・ 実質増+1,932億円の主な要因は、出資金返還時期の見直しによる機会費用の増 +1,823億円、

新規事業の実施等による補助金等の増+109億円である。

・ 前提金利を+１％にした場合、政策コストは、29,570億円となり、基本ケースに比べ+8,795億円のコスト

 増となる。これは金利が上昇したことにより出資金等の償還期間が延長され、機会費用が増加となった

ためであり、財務の健全性に与える影響も大きい。

・ 事業収入を△１％にした場合、政策コストは、21,294億円となり、基本ケースに比べ+519億円のコスト

 増となる。これは事業収入が減少したことにより出資金等の償還期間が延長され、機会費用が増加と

なったためである。

-
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27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

（単位：億円）

≪（独）日本高速道路保有・債務返済機構≫
出資金等の機会費用

国の収入（国庫納付等）

国の支出（補助金等）

政策コスト（総額）

（注） 各年度の政策コストについて、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。



　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表（高速道路勘定） (単位：百万円)
科目 4年度末実績 5年度末見込 6年度末計画 科目 4年度末実績 5年度末見込 6年度末計画

（資産の部） （負債及び純資産の部）
流動資産 729,763 703,097 553,275 流動負債 3,691,266 3,920,416 3,142,014
　現金及び預金 154,283 171,497 363,660 　預り補助金等 2,914 5,354 4,266
　有価証券 156,944 -           -           　預り寄附金 1,075 636 281

　道路資産貸付料等未収入金 400,983 523,442 172,502 　１年以内償還予定日本高速道路保有・債務返済機構債券 3,131,000 2,833,719 2,671,931
　未収入金 5,311 -           -           　債券発行差額（△） 1 △ 2 △ 2
　短期貸付金 9,323 5,410 14,363 　１年以内返済予定長期借入金 248,597 213,929 274,437
　貯蔵品 2,747 2,747 2,747 　未払金 254,185 782,719 109,275

　その他の流動資産 171 1 3 　未払費用 53,429 83,994 81,759

固定資産 41,095,939 41,205,618 42,631,190 　その他の流動負債 66 67 67
　有形固定資産 40,804,738 40,915,607 42,344,529 固定負債 22,895,448 22,221,030 24,124,183
　　建物 405,875 413,774 480,774 　資産見返負債 174,671 169,175 167,380
　　構築物 29,860,189 29,903,508 30,677,746 　長期預り補助金等 9,852 8,621 12,858
　　機械装置 935,645 963,419 1,314,653 　長期預り寄附金 7,658 7,607 7,326
　　車両運搬具 -              -           -           　日本高速道路保有・債務返済機構債券 16,601,763 15,972,733 17,641,373
　　工具器具備品 2,599 2,582 3,406 　債券発行差額（△） △ 53,629 △ 50,204 △ 46,783
　　土地 9,518,725 9,530,667 9,768,231 　長期借入金 5,849,408 5,869,949 6,160,412
　　建設仮勘定 81,705 101,657 99,719 　長期未払金 280,303 211,078 142,855
　無形固定資産 280,206 280,219 280,603 　長期未払費用 25,417 32,066 38,754
　　借地権 278,473 278,473 278,473 　引当金
　　その他の無形固定資産 1,733 1,746 2,130 　　退職給付引当金 6 5 8
　投資その他の資産 10,995 9,792 6,058 法令に基づく引当金等
　　投資有価証券 -              △ 44 -           　高速道路利便増進事業引当金 470,902 439,174 401,641
　　長期性預金 -              -           -           （負債合計） 27,057,615 26,580,620 27,667,838
　　長期貸付金 10,980 9,821 6,043 資本金 5,619,005 5,619,057 5,619,115
　　敷金・保証金 15 15 15 　政府出資金 4,087,539 4,087,565 4,087,594
　　その他の資産 0 -           -           　地方公共団体出資金 1,531,466 1,531,492 1,531,521

資本剰余金 849,117 849,117 849,117
　資本剰余金 1,544 1,544 1,544
　日本道路公団等民営化関係法施行法第15条による積立金 847,573 847,573 847,573
利益剰余金 8,299,965 8,859,921 9,048,395
　積立金 7,768,009 8,299,964 8,859,921
　当期未処分利益 531,955 559,957 188,474
　（うち当期総利益） (531,955) (559,957) (188,474)

（純資産合計） 14,768,087 15,328,095 15,516,627
資産合計 41,825,702 41,908,715 43,184,465 負債・純資産合計 41,825,702 41,908,715 43,184,465

（注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

損益計算書（高速道路勘定） (単位：百万円)
科目 4年度実績 5年度見込 6年度計画 科目 4年度実績 5年度見込 6年度計画

（経常費用） （経常収益）
経常費用 1,431,880 1,447,392 1,743,709 経常収益 1,930,358 1,974,275 1,894,650
　道路資産貸付業務費 1,138,231 1,139,207 1,348,874 　道路資産貸付料収入 1,907,570 1,952,561 1,881,845
　経営努力助成業務費 1,187 1,187 1,190 　その他の収入 4,883 4,858 4,706
　一般管理費 1,560 1,421 2,416 　補助金等収益 7,760 7,759 -
　財務費用 241,749 267,820 241,384 　寄附金収益 348 491 636
　道路資産取得関連費用 48,429 37,757 149,845 　資産見返負債戻入 9,453 8,500 7,453
　雑損 725 - - 　財務収益 119 101 10

（臨時損失） 　雑益 225 5 -
臨時損失 221 831 - （臨時利益）
　高速道路利便増進事業引当金繰入 -              - - 臨時利益 33,698 33,904 37,533
　固定資産売却損 221 831 - 　高速道路利便増進事業引当金戻入 33,639 33,728 37,533

　固定資産売却益 58 176 -
当期純利益 531,955 559,956 188,474
当期総利益 531,955 559,956 188,474

合　　計 1,964,056 2,008,179 1,932,183 合　　計 1,964,056 2,008,179 1,932,183
（注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
　　　


